


[bookmark: _Toc250632786][bookmark: _Toc251862866][bookmark: OLE_LINK1]（様式１）
令和８年３月　日

那　覇　市　長　宛


所在地　
事業者名　
代表者　　

質　問　書

令和８年度なは市民活動支援センター専門相談事業業務委託企画提案に関し、次のとおり質問します。

	質問箇所
	質　問　内　容

	




	


	



	


	




	




※1　質問箇所については、掲載資料名、ページなどを明示してください。　　　　　　　　　　　　　　
※2　必要に応じて、適宜、行数、枚数を追加してください。
※3　質問書をメールにて送信後は、受領の電話確認を行ってください。





（様式２）
令和８年３月　日

那　覇　市　長　宛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者　　　　　　　　　　　　印

企 画 提 案 書 提 出 届

令和８年度なは市民活動支援センター専門相談事業業務委託企画提案について、添付書類を添えて申し込みます。
なお、添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記

[bookmark: _Hlk223263404]1　件　名　　令和８年度なは市民活動支援センター専門相談事業業務委託企画提案募集について

2　提出書類
(1)　企画提案書（任意様式）
(2)　見積書（任意様式）
(3)　実施体制書（様式３）
(4)　協力連携事業者予定調書（様式４）（協力連携事業者がいる場合に提出）
(5)  誓約書（様式５）
(6)  登記事項証明書（全部事項証明）（写し可）
　 (7)  市町村税納税証明書（滞納のない証明）（写し可）

［提出部数］
・本企画提案書提出届及び上記(1)～(4)　正本1部　副本8部（正本の写し可）計9部
・上記(5)～(7)　正本1部

4　連絡先
　　　担当者名　　：
　　　電話番号　　：
E-mail　　　：
（様式３）
実施体制書

令和８年度なは市民活動支援センター専門相談事業業務委託企画提案に参加申し込みするにあたり、当団体の業務の実施体制は下記のとおりです。

【　業務の実施体制　】
	氏名
	役職
	担当する業務

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



※役員及び職員のうち、この委託業務に関係する者について記載。         
※業務を実際に主として担当する者には(主)、従たる担当者に(従)と、それぞれ氏名の前に記載。
※当様式について、必要に応じて追記してください。














（様式４）
令和８年３月　日


那　覇　市　長　宛

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　印


協力連携事業者予定調書

令和８年度なは市民活動支援センター専門相談事業業務委託企画提案に関し、連携協力を予定している事業者は以下のとおりです。
　　
	
	事業者
	予定業務内容

	1
	所在地　
事業者名
代表者　　　　　　　　　　　　　　　印
連絡先
	



	2
	所在地
事業者名
代表者　　　　　　　　　　　　　　　印
連絡先
	



	3
	所在地
事業者名
代表者　　　　　　　　　　　　　　　印
連絡先
	




· 表中に企画提案事業者は含まないでください。
· 当様式について、必要に応じて追記してください。




（様式５）

令和８年 ３月　日

那　覇　市　長　宛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　印　


誓　約　書

令和８年度なは市民活動支援センター専門相談事業業務委託企画提案に参加申し込みするにあたり、当団体は下記事項について、相違がないことを誓約します。

(1) 沖縄県内に法人登記があること
(2) 地方自治法施行令(昭和22 年政令第16 号）第167 条の4 の規定のいずれにも
　  該当しないこと
(3) 公募開始の日から契約締結日までの間のいずれの日にもおいても、本市の定める
指名基準により指名停止を受けていないこと
(4) 会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づく更生手続開始の申し立て又は民
事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づく再生手続開始の申し立てがなされ
ていないこと
(5) 役員に破産者及び禁固以上の刑に処せられている者がいないこと
(6) 申込みをしようとする法人及びその役員並びに個人が、暴力団員による不当な
行為の防止等に関する法律(平成3 年法律第77 号)第2 条及び那覇市暴力団排
除条例第2 条に規定する暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行
う団体でないこと
(7) 市町村税の滞納がないこと
(8) 市民活動に関する専門的知見、相談実績及び講座の企画運営力があり、事業計画の遂行に必要な組織・人員を有し、十分な遂行体制が取れること







